
1

２０２０年度から２０２３年度の
調整電源の確保について

第２回需給調整市場検討小委員会
資料６

２０１８年３月３０日

需給調整市場検討小委員会 事務局



2２０２０年度から２０２３年度の調整電源の確保について

 第２０回制度検討作業部会において、需給調整市場システム（調達）の運用開始を２０２１年度とした場合、ま
た、広域運用が広域需給調整システム（運用）の導入後、試験等を経て商品区分ごとに段階的に実施される
方向で検討が進められていることを前提に、以下の議論がなされたところ。

 ２０２０年度においては現在の調整力公募を継続せざるを得ないのではないか。
 広域運用が実施できない商品区分については、調整力公募と同等の規律を適用することが考えられる。
 調整力公募と同等の規律を適用する調整力の調達期間については、年間調達とすることを基本とし、必

要量等については、広域機関において検討することとしてはどうか。
 ２０２０年度から２０２３年度においては、調整電源を安定的かつ確実に現在の調整力公募と同様にΔｋW

価値とｋW価値を同時に調達することとしてはどうか。

 また、２０２０年度に広域需給調整システム（運用）が設置され中地域３社から一部商品から広域運用が開始さ
れる。２０２１年度に需給調整市場システム（調達）が設置されると三次調整力②（低速枠）の広域調達、広域
運用が９社で開始される。

 これらを踏まえると、 ２０２０年度から２０２３年度の調整電源の確保は以下のように考えられるのではないか。
 ２０２０年度においては現在の調整力公募（電源Ⅰ、Ⅱ、Ⅰ´公募）を年間調達で継続する。
 ２０２１年度から２０２３年度においては、調整力公募（電源Ⅰ、 Ⅰ´公募）によりΔｋW価値とｋW価値を同

時に年間調達することを基本とすると共に、需給調整市場にて三次調整力②（低速枠）のΔｋWを広域的
に調達する。
※なお、広域的な運用については、２０２１年度から三次調整力②（低速枠）が開始され、２０２０年度から中地域３社においては三次調整力
②（低速枠）以外の一部商品について広域運用が開始される。



3（参考）制度検討作業部会より

出所） 第２０回 制度検討作業部会 資料５

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/020_05_00.pdf
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7（参考）制度検討作業部会より
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8２０２１年度から２０２３年度の調整電源の確保において検討が必要な事項

 現在は、一般送配電事業者が前年度に調整力公募を実施して確保した電源Ⅰと電源Ⅱの余力を活用して調整を行う仕組み
である。現在では経済性の観点から電源Ⅱを活用しているが、電源Ⅱは周波数制御機能を持った電源であることに留意が必
要（２０１８年度以降は、周波数制御機能を持たない電源Ⅱ－ｂ、Ⅱ´も募集）。

 今回、電源Ⅰ公募に加え三次調整力②（低速枠）の需給調整市場での調達が開始されることとした場合、三次調整力②（低速
枠）は主に需給バランス調整を担い周波数制御機能がない商品であることに留意が必要である。

 これを踏まえ、安定供給の観点や、余力活用も含めた経済性の観点から、電源Ⅱの仕組みの在り方など実需給の調整が機
能する仕組みについて、「調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会」に検討を指示してはどうか。

 また、電源Ⅰ公募が続くことから、この必要量などの議論は「調整力及び需給バランス評価等に関する委員会」で検討を継続
することでどうか。

電源Ⅰ
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電源Ⅱ
公募
ΔkW※2

周波数制御機能あり
（電源Ⅰ－ａ）

周波数制御機能なし
（電源Ⅰ－ｂ）

周波数制御機能あり
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三次②
（低速枠）

※3

周波数制御機能なし

※1 調整力公募に増分燃料費等を含めている会社と含めていない会社があり、含んでいない場合は出来高で支払いを行っている。
※2 ΔkWの費用を年間事前に支払うのではなく出来高で支払いを行っている。
※3 商品毎に広域化される時期については引き続き検討。

調整電源の確保方法（調達）

ΔkW

広域化される
三次②を活用 ・周波数調整の観点から電源Ⅱ‐aに

期待していた部分を補う仕組み

・余力活用、経済性の観点から電源Ⅱ
に期待していた部分を補う仕組み



9（参考）調整力に要する費用の取り扱われ方

 現在の仕組みでは、一般送配電事業者は電源Ⅰ、電源Ⅱを活用して調整している。
 調達とその支払いについては、電源Ⅰ公募に加え、電源Ⅰ、Ⅱ契約内で一般送配電事業者の指示による発電機の稼

働実績と発電計画の差分に応じて発電事業者に支払っている。この両者の中で、起動費、増分燃料費などがΔｋWに相
当する費用として支払っていることになる。なお、託送料金原価上は、増分燃料費（kWhの2.5%相当）が織り込まれてい
る。

 運用で発生したｋWhについても、電源Ⅰ、Ⅱの契約内で発電機の稼働実績と発電計画の差分に応じて支払っており、イ
ンバランス制度により費用回収されている。
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２０２４年
以降の扱い

kW
（調達）

送配電
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送配電
電源Ⅱ契約の中
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電源Ⅱ契約の中
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＜電源Ⅱ＞



10（参考）（現状）調整力で対応する事象

 調整力で対応する事象には、「需要に関するもの」、 「再エネ出力変動に関するもの」 、「電源脱落に関するもの」があり、
以下の事象に対応できるように一般送配電事業者は電源Ⅰと電源Ⅱの余力により調整力を確保している。

（対応する事象）

 時間内変動 ： 需要変動、再エネ出力変動

 予測誤差 ： 需要予測誤差、再エネ出力予測誤差

 変動 ： 電源脱落（直後）

 対応する事象のうち再エネ出力予測誤差については、昼間帯に大きくなる傾向がある。
 なお、年初段階で確保する電源Ⅰの必要量については、電源Ⅱの余力をあわせて活用して対応する仕組みであること

から、電源Ⅱに期待できない残余需要が高い時間帯の上げ調整力必要量を評価している。

出所）2018年度（平成30年度）向け調整力の公募にかかる必要量等の考え方について
https://www.occto.or.jp/houkokusho/2017/2018_chouseiryoku_hitsuyouryou.html

第１回需給調整市場検討小委員会 資料４



11（参考）2020年および2020＋X年における調整力の広域化の方向性
第１回需給調整市場検討小委員会 資料４

出所）第２１回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/chousei_jukyu_21_haifu.html



12（参考）（現状）調整力電源の運用

出所）制度設計専門会合（第１８回） 資料３ http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/018_03_00.pdf

（ＧＣ前）
 一般送配電事業者は、週間断面から必要な調整力を算出の上、発電BG計画に対し、電源Ⅰ・Ⅱの中から電力量

（kWh）価格により発電機の追加等を必要に応じて決定し、必要となる調整力電源を実需給時点で調整力を提供できる
状態にする。なお、電源Ⅰ・Ⅱの追加にあたっては、準備するための起動・停止費用や増分燃料費、熱効率低下影響
など費用を要する場合がある（待機費用（機会損失）の発生）。

（ＧＣ後）
 一般送配電事業者は、時間内変動や予測誤差、電源脱落など、発電・小売電気事業者の計画と実績の差分に対して、

事前に確保した調整力（電源Ⅰ・電源Ⅱ余力）を活用して調整する。

第１回需給調整市場検討小委員会 資料４



13（参考）制度検討作業部会より

出所）第１１回 制度検討作業部会 資料４
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf



14（参考）需給調整市場の商品設計について

出所）第１４回 制度検討作業部会 資料３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/014_03_00.pdf

第１回需給調整市場検討小委員会 資料４



15（参考）制度設計専門会合より

出所）第１９回 制度設計専門会合 資料３－１
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/019_03_01.pdf



16（参考）調整力確保の仕組みの変化（調達段階）

 現状は発電事業者の発電計画から電源Ⅱの余力を確認した上で、系統に不足する場合は、電源Ⅱに起動
指令をかけるなどして各時間に必要な調整力の量を確保している。

 需給調整市場導入後は、実需給時点で出力を調整できる状態の電源等をΔｋWとしてあらかじめ市場で調達
する。
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第１回需給調整市場検討小委員会 資料４



17（参考）旧一電（発電・小売部門）の電源Ⅰ応札の考え方

出所）第２６回 制度設計専門会合 資料４
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/026_04_00.pdf



18（参考）旧一電（発電・小売部門）の電源Ⅰ応札の考え方

出所）第２６回 制度設計専門会合 資料４
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/026_04_00.pdf



19（参考）旧一電（発電・小売部門）の電源Ⅰ応札の考え方

出所）第２６回 制度設計専門会合 資料４
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/026_04_00.pdf


